
香川県特別高圧電気料金高騰対策事業支援金支給要綱 

 

令和５年７月 26 日制定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、電気料金高騰の影響を受けている特別高圧契約で受電する中小企業

等に対し、電気料金の一部を助成するため、県が予算の範囲内において支給する香川県

特別高圧電気料金高騰対策事業支援金（以下「支援金」という。）の支給に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号の掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）中小企業 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小

企業者をいう。 

（２）大企業 中小企業以外の会社 

（３）みなし大企業 次の①～⑤のいずれかに該当する者 

 ① 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有してい

る中小企業者 

 ② 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小

企業者 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小

企業者 

④ 発行済株式の総数又は出資価格の総額を①～③に該当する中小企業者が所有してい

る中小企業者 

 ⑤ ①～③に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占

めている中小企業者 

  ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比率等をもって上記のみなし大企業

の規定を適用しない。 

・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 

・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 

（４）特別高圧 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第52 号）

第２条第１項第３号に規定する特別高圧をいう。 

 

（支給対象期間） 

第３条 支援金の支給対象期間は、令和５年１月使用分（２月検針分）から令和５年９月

使用分（10 月検針分）までとする。 

 

（支給対象者） 

第４条 支援金の支給対象となる者は、香川県内に所在する事業所において、特別高圧の

電力契約により電力供給を受けている中小企業又は特別高圧の電力契約により電力供給



を受けている香川県内の商業施設等に入居する中小企業、その他の法人、個人事業主に

該当し、かつ、次項の支給要件を満たす者とする。 

２ 申請日時点において県内で事業を行っており、今後も県内で事業を継続する意思を有

すること。 

 

（支給対象外となる場合） 

第５条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、支援金

を支給しない。 

（１）第２条第１項第３号に規定するみなし大企業 

（２）法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）別表第１に掲げる公共法人、政治団体、宗教上

の組織又は団体 

（３）香川県補助金等交付規則（平成 15 年香川県規則第 28 号）第５条の２各号に掲げる

者 

（４）既に本要綱に定める支給対象期間にかかる支援金の支給を受けた事業者 

（５）前各号に掲げる者のほか、支給することが適当でないと知事が認める者 

 

（支援金の額） 

第６条 支援金の額は、支給対象期間の使用電力量（実績値）に対し、下記のとおり支援

単価を乗じた額とする。 

（１）令和５年１月使用分（２月検針分）～８月使用分（９月検針分） 

 3.5 円／kWh × 使用電力量（kWh） 

（２）令和５年９月使用分（10 月検針分） 

   1.8 円／kWh ×  使用電力量（kWh） 

２ 各月の支援金の額に１円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てる。 

  

（支援金の申請） 

第７条 支援金の支給を受けようとする者は、令和５年１月使用分（２月検針分）～６月

使用分（７月検針分）の電気料金については令和５年７月 26 日から同年 10 月 13 日まで

に、令和５年７月使用分（８月検針分）～９月使用分（10 月検針分）の電気料金につい

ては令和５年 10 月 16 日から同年 12 月８日までに、香川県特別高圧電気料金高騰対策事

業支援金申請書（第１号様式）を郵送等により、知事に提出しなければならない。ただ

し、令和５年１月使用分（２月検針分）～６月使用分（７月検針分）の電気料金につい

て令和５年 10 月 13 日までに申請ができなかった者は、令和５年１月使用分（２月検針

分）～６月使用分（７月検針分）の電気料金と令和５年７月使用分（８月検針分）～９

月使用分（10 月検針分）の電気料金を併せて、同年 12 月８日までに申請できることとす

る。 

２ 前項の申請における添付書類は次のとおりとする。 

（１）法人の場合は履歴事項全部証明書の写し、個人事業主の場合は税務署に提出した直

近の確定申告書類の写し及び本人確認書類の写し 

（２）支給対象期間に特別高圧の電力契約により電力供給を受けていることが確認できる



書類（商業施設等に入居する者である場合、入居している商業施設等の特別高圧の電力契

約が確認できる書類及びその者が入居していることが確認できる書類） 

（３）支給対象期間の使用電力量（実績値）が確認できる書類 

（４）支援金の振込口座の通帳等の写し 

（５）誓約書（第２号様式） 

（６）その他知事が必要と認める書類 

 

（支給決定） 

第８条 知事は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、支援金の支

給又は不支給を決定し、当該申請をした者に通知する。 

 

（支援金の支給） 

第９条 支援金の支給は、口座振替の方法により行う。 

 

（支給決定の取消し又は変更） 

第 10 条 知事は、受給者が偽りその他不正の手段により支給の決定を受けた場合は、第８

条の規定による支援金の支給の決定の取消し又は変更をすることができる。 

２ 知事は、前項の規定による取消し又は変更をしたときは、その旨を当該受給者に通知

する。 

 

（支援金の返還） 

第 11 条 知事は、前条の規定による取消し又は変更をした場合において、既に支援金を支

給しているときは、期限を定めて、支給した額に相当する金額の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

 

（加算金） 

第 12 条 前条の規定により支援金の返還を命ぜられた者は、その命令に係る支援金の受領

の日から返還の日までの日数に応じ、当該返還を命ぜられた支援金の額につき、年 10.95 

パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、前条の規定により

支援金の返還を命ぜられた者の納付した金額が返還を命ぜられた支援金の額に達する

までは、その納付金額は、まず当該返還を命ぜられた支援金の額に充てられたものとす

る。 

３ 第１項の加算金の額の計算につき同項に規定する年当たりの割合は、閏
うるう

年の日を含む

期間についても、365 日当たりの割合とする。 

 

（延滞金） 

第 13 条 第 11 条の規定により支援金の返還を命ぜられた者が、知事が指定する納期日ま

でに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付



額につき年 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。 

２ 前条第３項の規定は、前項の延滞金について準用する。 

 

（補則） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、支援金の支給に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年７月 26 日から施行する。 

 








